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本市場領域における2030年にあるべき姿

・ヘルスケア産業が連携して、健康状態から疾病状
態に移行する過程において、疾病の予防・未病領域
におけるアウトカムを重視した実効性のある製品・サー
ビスを提供している。
・健康寿命の延伸と労働生産性の向上を、社会保
険制度の持続の中で実現すると同時に、ヘルスケア
産業が持続的に成長・発展している。
・データドリブンな社会において、デジタル化が進み、
データが循環され、状態把握・判断・解決策のヘルス
ケアソリューションの評価・アウトカムが即フィードバック
され改善されていくエコシステムが構築されている。

2

本ロードマップの構成

本ロードマップでは、市場領域⑤「生活習慣改善ヘ
ルスケア、機能性食品、デジタルヘルス」においてエビ
デンスに基づくサービス・製品を提供するために、産官
学で協調すべきプラットフォーム（以降、協調プラット
フォームという）として、「状態把握」、「判断」、「解決
策」を設定し、さらに「協調プラットフォーム」全体を運
用するための「運用全般」も含めて、産業界と政府の
役割を記載した。また、本ロードマップを推進する上で
特に重要な事項として「規制・制度」、「データ運用」
を設定し、産業界と政府の役割を記載した。 図、本市場領域のロードマップを考える上で共有した産業構造マップ。本マップでサービス製品を

生み出すための「状態把握」「判断」「解決策」（中央部）やデータ（右側）について議論した。

生活空間

■医・食・ヘルスケアが連携し末永く社会参加できる社会
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フェーズ別 フェーズ１：技術的成立性の検証 フェーズ２：サービスの市場導入

ステージゲート
KPI

エビデンス取得フィールドで各種エビデンス取得がなされている
・実証実験での健康エビデンスの取得 10件／年
・エビデンス取得フィールドの設定 5自治体

自律的に各種エビデンス取得と製品・サービスが提供される。
エコシステムが構築されている。
・実証実験での健康エビデンスの取得 20件／年
・エビデンス取得フィールドの設定 10自治体

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

取組課題 2030年のあるべき姿シナリオ 取組を行う主体 取組

協
調
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

運
用
全
般

産業界
状況把握、判断を可能とする技術革新が多数実現し、長期モニ
タリングを視野に入れたフィールドで得られた状態把握や判断の
マーカーを用いて、解決策のエビデンスを取得し、顧客に提供する
ことで、市場成長と人口が増加するアジアなどへの海外展開を図
る。

政府
技術革新と各種エビデンス取得のフィールドとして自治体との連携
を予算面・制度面で、サポートしている。
取得エビデンスの海外展開をサポートしている。
ベンチャー育成、人材育成および基盤サイエンスを推進している。

産業界
（企業）

政府
（大学・国研含）

市場領域ロードマップ【具体的な取組】 市場領域名：⑤生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品、デジタルヘルス

健康エビデンスの取得
状態把握、判断、解決策に関する成分・製品・サービスの実証実験による

各種エビデンス強化・構築の実施（海外展開を初期から意識）

デジタルヘルス製品群を取り扱う販売プラットフォームの構築、運用・管理

各種製品・サービスの技術開発・提供
健康指標の体感・可視化技術構築、未病評価技術の確立と評価システム提供

各種開発技術の製品化・サービス化

自律的に展開するエコシステムの構築、
長期的な効果検証の実施

フィールド
エビデンス取得フィールドの継続運営サポート

自治体を介した製品・サービスの提供サポート

フィールド
各種エビデンス取得フィールドとして自治体と連携したコンソーシアム・
コホート研究事業の実施、取得エビデンスの海外展開サポート

環境整備
日本独自のデータの質向上 、医療経済的検証、未病・予防サイエンスの強化

自律的に展開するエコシステムの構築サポート

環境整備
既存データ収集基盤の共有の推進、ベンチャーの育成

未病・予防サイエンスの基盤整備、人材育成

フェーズ別 フェーズ１：技術的成立性の検証 フェーズ２：サービスの市場導入

ステージゲート
KPI

5種類以上の疾病リスクについて状態把握基盤技術が確立し、状態変化に
係るエビデンスが構築されている。

総合的に健康状態をモニタリングするサービスが10自治体で導入され
ている。5ヶ国以上で本サービスの導入が検討されている。

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

取組課題 2030年のあるべき姿シナリオ 取組を行う主体 取組

協
調
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

状
態
把
握

産業界
エビデンスに基づく状態把握基盤技術を確立し、All Japanで統
合・可視化する。それを総合的かつ自律的な健康モニタリングサー
ビスとして、グローバルで事業展開していく。
1. 状態把握データを取得する基盤技術を各社で開発する。その
際、産官学で定める標準化と統合ルールを遵守し、データの互換
性確保とシステムの最適化に留意する。
2. 状態把握基盤技術により取得したデータを統合・可視化し、
多角的に検討してエビデンスを構築・強化する。

政府
状態把握基盤技術を健康モニタリングサービスとしてグローバルで
事業展開することをサポートする。1. 大学・自治体との連携体制
を構築し、状態把握基盤技術を開発する環境を整備する。
2. エビデンス構築にあたり、コホート研究を官民連携で進める等、
データ取得環境を整備する。
3. 産官学の複合組織形成を主導し、状態把握データの統合・
相互利用および医療－健康データの連携を促進する。

産業界
（企業）

政府
（大学・国研含）

解決策を評価するための状態把握基盤技術の開発
様々なデバイスやバイオマーカー等による状態把握基盤技術の
開発 状態把握基盤技術の事業展開⇒「運用」に含む

状態把握基盤技術を総合的健康モニタリングサービスと
して事業展開、上記サービスのグローバル展開準備疾病リスク評価のためのデータの継続的取得

状態把握データの互換性確保、状態把握システムの最適化

疾病リスク評価の妥当性検証 ⇒「判断」に移管
データを共同取得・統合し、状態変化から将来の疾病リスクを推測可能であることを検証

解決策を評価するための状態把握大学・自治体との連携構築
国際バイオコミュニティ圏の選定によるデータ取得サポート
【文科省】
状態把握基盤技術開発事業の立ち上げ【経産省】 状態把握基盤技術の事業展開サポート⇒「運用」に含む

状態把握基盤技術の事業展開サポート【経産省】
上記事業のグローバル展開サポート【JETRO】疾病リスク評価の妥当性検証サポート ⇒「判断」に移管

コホート研究を含むデータの共同取得【経産省・大学・自治体】
データ利活用環境整備【文科省】、医療・健康データの連携【厚労省】

・フェーズ1は6年以内で設定
・ステージゲートを設定

産業界：黄色
政府： 水色

運用全般

状態把握
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フェーズ別 フェーズ１：技術的成立性の検証 フェーズ２：サービスの市場導入

ステージゲート
KPI

産業界；新規の商品化・サービスに活用された判断基準の数；5件
政府；判断基準の検討数；10件

産業界；新規の商品化・サービスに活用された判断基準の数；20件
政府；判断基準の検討数；30件

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

取組課題 2030年のあるべき姿シナリオ 取組を行う主体 取組

協
調
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

判
断

産業界
状態把握から得られるエビデンスに基づき、未病や疾病リスクを判断
することで、ナッジ理論等を踏まえた行動変容ステージに合わせた解
決策に導く複数の“判断基準”が確立されている。判断の妥当性に
資するデータが蓄積されていくことで、より精緻な解決策が提供される。
判断基準を活用したサービスや製品が社会課題を解決するとともに、
異業種が連携することで、海外展開を含めた新たな市場・ビジネスを
創出していく。そのために、早期にグローバル展開を見据えた、未病や
疾病リスクを判断するデータに基づく複数の“判断基準”が設定され、
2025年には妥当性の検証が行われている。

政府
産業界と連携して未病や疾病領域において、グローバル展開を見据
えた判断基準を設定することで、民間による社会課題の解決、市場
の成長を推進する。アカデミア、特に臨床拠点は、判断基準の妥当
性やグローバル展開を考慮した人種差も含めた科学的、臨床的議
論・検証をおこなう。

産業界
（企業）

政府
（大学・国研

含）

市場領域ロードマップ【具体的な取組】 市場領域名：⑤生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品、デジタルヘルス

フェーズ別 フェーズ１：技術的成立性の検証 フェーズ２：サービスの市場導入

ステージゲート
KPI

事業者が連携した状態把握・判断・解決策を含む統合的なサービスが事業
として展開されている。
・統合的ソリューションの事業化 21年以降 5件/年

ヘルスケア産業が連携して、実効性のある統合的ソリューションのサー
ビス・製品を提供しヘルスア産業全体の国内市場規模を拡大している。
・統合的ソリューションの事業化 10件/年
・2030年までに国内ヘルスケア産業の市場規模30％拡大

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

取組課題 2030年のあるべき姿シナリオ 取組を行う主体 取組

協
調
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

解
決
策

産業界
「状況把握」や「判断」から導かれた疾病予防・未病領域の「解決
策」を含む「統合的ソリューション」が企業間の連携により開発・共通ブ
ランド化され、個人に最適な「解決策」を提供する。 個人の健康リス
クを可視化・顕在化することで生活改善（食事、運動、睡眠等）の
行動変容が促される。また、健康状態の改善を可視化することで、提
供された「解決策」の効果を実感し、継続できるサービスとして確立す
る。個人に最適な「個別化サービス」の精度が高まり普及するとともに、
リアルデータの蓄積が進む。AIなどの技術応用によるデータの多角的・
多面的解析から、レスポンダーの要因や新たな予測因子・解決策が
見いだされ、国民の疾病予防、健康増進が果たされる。

政府
リアルデータの収集を促進し、疾患・老化等の要因を推定すると
ともに、新たな解決策探索を目的としたコホート研究 を官・民連
携で進める。

産業界
（企業）

政府
（大学・国研

含）

判断基準に基づくサービス

未病や疾病リスク評価を判断するサービスと解決
策の協調

判断基準に基づく解決策サービス事業展開

未病や疾病リスク評価を判断するサービスと解決策との協調領域の拡大による異業種間の事業連携の拡大、
事業の海外への展開、判断に基づく行動変容からヘルスプロモーションへのビジネスモデル展開

データの取得

未病や疾病リスクを判断するデータ取得

判断の妥当性の検証

未病や疾病のリスクを判断するデータの妥当性の検証

次世代の判断基準の構築

技術発展や社会情勢を見据えた、新たな判断基準のた
めのデータ取得

判断基準の設定

産業界と連携し、グローバルを見据えた未病、
ヘルスケア領域の指標の判断基準の設定

判断基準の最適化

産業界と連携し、グローバルを見据えた判断
基準の最適化

未病や疾病リスクを判断するデータ取得のサポート

コホート研究を含むデータの共同取得[経産省・大学・自治体]、データ利活用環境整備[内閣府、文科省]、医
療・健康データの連携[内閣府、厚労省]

次世代の判断基準のサポート

・技術発展や社会情勢を見据え、新たな判断基準のた
めのデータ取得のためのサポートの推進。

・フェーズ1は6年以内で設定
・ステージゲートを設定

産業界：黄色
政府： 水色

複数サービスの組み合わせ検討・展開【統合的ソリューション】

・状態把握・判断・解決策等の複数のサービスを組み合わせた予防・未病領域の解決のエビデン
ス取得と事業展開（含：グローバル展開）
・健康支援（統合的ソリューション、個別化サービス）
・生活改善（食事、運動、睡眠）
・デジタルヘルスケア、保健機能食品、生活空間

新たな解決策の探索

データを基に疾患・老化等の要因の推定、
新たな解決策探索（コホート研究等）

健康エビデンス強化による解決策の精度向上

統合的ソリューション・個別化サービスを介したリアルデータの集積によるレスポンダーの要因解析、新
たな予測因子、解決策の確立

判断

解決策

4
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フェーズ別 フェーズ１：技術的成立性の検証 フェーズ２：サービスの市場導入

ステージゲート
KPI

大規模データの共同利活用関連の制度が２件以上構築され整備、エビデン
スレベルと評価基準が自主基準以上の公文書で各3件以上明示され、公平
で適切な判断に基づくヘルスケア事業が展開。

未病が公的に定義され、デジタルヘルス関連の法制度が3件以上新設、
品質水準と表示に係わる制度が主要関連法規の3件以上で改訂され、
医食同源に基づくビジネスがグローバル化を見据え展開。

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

取組課題 2030年のあるべき姿シナリオ 取組を行う主体 取組

規
制
・
制
度
・E

L
S
I

規
制
・制

度

産業界
ヘルスケア産業とは、健康維持・増進を目指し、未病を早期
発見し、健常な状態に戻す価値を提供するものである。
健常、未病、軽症、疾病、予後、介護と連続的に起こりうる
ヒトの状態変化を確実に捉えるデジタルヘルス技術を確立し、
市場展開する。
産官学で大規模データを共同で利活用し、個人情報が保護さ
れた健康データを継続的に蓄積する。
明確な評価のための自主基準と公平・公正なエビデンスのガ
イドラインを検討し、それに基づく、保健機能食品、デジタ
ルヘルス製品、生活空間提供等の複合サービスが展開され、
技術の普及と共に社会課題の解決とグローバル展開が図られ
る。

政府
整備された法制度の下、国内産業の活性化とグローバル展開
を推進し、健康に資する優良な製品やサービスを国民と医療
者が正しく選択する環境を整える。国民の認知向上と健康
データ蓄積への参画意識を醸成し、健康労働寿命の延伸に向
け行動変容を促す。
未病状態を明確に定義した上で、ヘルスケア関連データの統
合ルールと標準化を主導し、エビデンスを生む健康ビッグ
データの共同利活用制度を構築する。
健康維持、疾病予防、再発症防止等の科学的根拠となる評
価・エビデンスレベル基準を策定し、心身の状態の正確な判
断を可能とするヘルスケア製品・サービス関連法制度の標準
化を進める。
疾病予防やリスク低減の効果および安全性等が正しく訴求で
きるよう保健機能食品に係る法制度の整備、改訂を進める。

産業界
（企業）

政府
（大学・国研

含）

E
L
S
I

産業界
広く一般にゲノム研究やELSIの基礎知識が普及している。
コホート研究への参加者自らの健康意識が研究開発に対して
付加価値を見出せる環境が整備され、一般市民が個人として
コホート研究に参加するためのELSIの理解が浸透している。

政府
専門家が患者・家族と適切にコミュニケーションを取り、そ
のニーズや価値を研究や行政に取り込むことができている。

新たなバイオ技術が合理的な規制の下で社会に受容され、諸外国の
規制と協調が図られている

産業界
（企業）

政府
（大学・国研

含）

市場領域ロードマップ【具体的な取組】 市場領域名：⑤生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品、デジタルヘルス

5

・フェーズ1は6年以内で設定
・ステージゲートを設定

産業界：黄色
政府： 水色

・科学的根拠に基づくエ
ビデンス検証から、制
度・評価基準に基づいた

デジタルヘルス製品・保健機
能食品・複合サービスを支え
る規制・制度の新設および改
定の検討
・行動変容を促進するための
施策の検討
・社会課題の解決・市場の
成長・グローバル展開に向
けた標準化の検討

保健機能食品領域 制度の検証と改訂議論
・食品の疾病予防表示および免疫機能表示に向けた制度検証
・自主基準/ガイドライン設定に係る検討
・グローバル活用可能な国際ハーモナイズド制度構築に向けた環境整備（品質水準、表示）

食に係わる制度改訂/自主基準/ガイドライン
策定への提言
グローバル化を見据えた食の制度見直し提言

評価・エビデンスレベル基準策定検討
・健康状態から疾病状態に移行する過程（未病領域）の定義検討
・判断のエビデンス：健常/未病/軽症/病者域におけるヘルスチェックデータのエビデンスレベル基準検討
・解決策のエビデンス：未病/軽症者域データ利用に係わる評価基準検討

評価基準/エビデンスレベルの法制化への提言
国際標準化の検討と提言

健康・ヘルス領域大規模データ共同利活用検討
・大規模データ利活用システム構築に係る協議検討：データ取得方法（センシングデバイス）、保有と
流動環境（倫理,知財面）
・疫学調査およびコホート研究の仕組み協議検討

データ利活用制度の運用
円滑化 に向け利活用システムのBrushup

規制・制度

デジタルヘルス領域 新制度制定議論
・デジタルヘルスに係わる新制度の設計に向けた協議検討
・デジタルヘルスの自主基準/ガイドライン設定に係る検討

デジタルヘルス新制度/自主基準/ガイドライ
ン策定への提言

評価・エビデンスレベル基準検討
産の検討を受け行動変容を促すヘルスケア産業の事業環境整備推進
健常から疾病状態に移行する判断可能なエビデンスレベルおよびヘルス チェックサービス

の基準の検討[厚労省・経産省]
健康から疾病状態に移行する過程（未病等）の定義明確化に向けた検討[厚労省・経産省]

グローバル展開を見据えた評価基準/エビデンスレベルの運用・国際協調推進

健康から疾病状態に移行する過程の評価基準の検討

大規模データ利活用制度・法整備検討

コホート研究および疫学調査に係わる仕組と制度の検討
データ取得と集積に関わるルール策定に向けた検討 [厚労省・経産省・文科省] 

産の検討受け大規模データ利活用システム制度と法整備の検討
データ統合連携システム、個人データ管理制度の検討 [内閣府・厚労省・経産省] 

デジタルヘルス・保健機能食品領域の制度改訂・新規制定検討

安全性・有効性・作用機序検証に係わるバイオ先端研究推進体制整備と合理的な規制の検討 [経・厚・消]  

食で未病に対する解決策を提供可能で医食同源のもと疾病予防の効果訴求が可能となる制度規制緩和の検討 [経・厚・消] 

デジタルヘルスで未病の状態判断と解決策提供が可能で疾病予防への行動変容を促す新制度の検討 [経・厚・消] 

社会への啓発活動推進「エビデンス価値の浸透、バイオの先端研究の理解」 グローバル展開への国際協調制度設計の検討

健常者から病者にいたる各種データの連携制度の最適化に向けた検討

社会全体で個人データを利活用できる制度の検討
環境整備(産業界が活用できる仕組み確立)

健康・ヘルスケア領域におけるELSIの検討
ユーザビリティに合わせたインフォームドコンセント等の検討、疫学調査およびコホート
研究におけるELSIのあり方を協議、バイオバンク等利活用におけるELSI検討

健康・ヘルスケア領域全てのステークホルダーの意識変化
一般市民を含む全てのステークホルダーを巻き込みELSIのあり方を協議することで、デー
タ利活用が循環し健康維持管理に付加価値・対価を見出すエコシステムの構築

コホート研究におけるELSIのあり方、プロセスの検討
社会科学・人文科学の研究者や規制当局参画の下、新たなバイオ技術等で開発・作出され
た製品等に関するエビデンス収集や国民との対話理解を含めたELSIの全体プロセスを検討

先導的ELSI研究プログラ
ム等による理解・浸透

先端バイオ技術に関する社会への理解
ELSI研修プログラムの継続的な実施。市民・専門家等
が主体的に協働し対等な対話・意見交換の場の提供

先端バイオ技術・コホート研究等におけるELSIの理解浸透
一般市民が当事者意識を持ってリスクとベネフィットを理解した上で臨床研究に参加する
環境が整備され健康維持管理に価値を見出す意識の浸透に向けたプロジェクトやワーク
ショップ開催等の検討
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フェーズ別 フェーズ１：技術的成立性の検証 フェーズ２：サービスの市場導入

ステージゲート
KPI

データドリブンな社会に向けて、欧米との国際協調を見据えたデータ基盤
構築に向けたグランドデザインに基づいた基盤を構築する。国内公開の全
てのデータカタログ（約1,600件）を横断検索可能（データ連携）にする。
（2016年時約600件）

データの質が担保されたリアルワールドデータの利活用・循環が推進さ
れることで、状態把握・判断・解決策のヘルスケアソリューションの評
価・アウトカムがフィードバックされ、改善されるシステムを構築する。
コホート研究プロジェクト等から個人に紐づく約60万検体分のデータ提
供を目指す。（2016年時約30万件）

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

取組課題 2030年のあるべき姿シナリオ 取組を行う主体 取組

協
調
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
お
け
る
デ
ー
タ

デ
ー
タ
運
用

産業界
健康状態から疾病状態に移行する過程において、疾病の予防・未病
領域におけるアウトカムを重視した実効性のある製品・サービスを提供
するヘルスケア産業が隆盛するデータドリブンな社会において、デジタル
化が推進され、データ蓄積・循環されている。
生体情報・健診結果・生活習慣・室内外環境等の蓄積されたデータ
は、国際的な基準に基づき、流出や不正使用を防止するセキュリティ
等強化策が講じられ、関連産業や企業がネットワークやクラウド等で
利活用できるシステムが構築されている。さらに、グローバル展開を可
能にするプラットフォームが構築され、海外展開されている。

政府
我が国のデータ戦略が打ち出され、グランドデザインを明確にした健康
状態から疾病状態に移行するシームレスで連続的なデータ基盤が構
築されている。
既存のデータも含め収集・共有・利活用できるデータ連携が確立され
ている。
デジタルヘルス分野において、欧米とのデータ相互運用性の実現を見
据えたデータセキュリティポリシー原則とフレームワークが構築
されている。
海外のデータプラットフォームや公衆衛生の向上、安全保障上の観点
からも検討が進み、必須のヘルスケアデータについて協調して利活用で
きるデータベースが永続的に収集・蓄積・統合されるデータ基盤として
委託運営されている。
国内ではデータヘルス計画の推進により、ライフログデータやPHRが整
備され、データ利活用が進められる。健康ビッグデータの利活用や、個
別化サービスを介したリアルワールドデータの収集が促進し被験者背景
から疾患や老化の要因予測が進むことで、その要因特定を目的とした
コホート研究が官・民連携で推進されている。

産業界
（企業）

政府
（大学・国研

含）

市場領域ロードマップ【具体的な取組】 市場領域名：⑤生活習慣改善ヘルスケア、機能性食品、デジタルヘルス
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・フェーズ1は6年以内で設定
・ステージゲートを設定

産業界：黄色
政府： 水色

データ運用

共有に向けたデータ統合・処理
・データの共同取得・互換性確保のためのシステム構築に係る協議（データ移植性、データ交換等）
・協調して収集・統合する質の高いデータの仕様・規格（データセットの絞り込み、均質性、安全性、信頼性など）の検討
・データベース共用運用と利活用

利活用に向けたデータ共有/連携
・産業界が持つ非競争領域データの共有化トライアルと共有メリットの確認
・事業者間でデータ共有/活用できるシステム構築（産業界が持つ非競争領域データの共有化）
・健常者から病者にいたる各種データの連携制度の最適化・確立
・環境・気象・災害・購買等とのデータ連携

利活用推進に向けたデータ運用・管理
・大規模データ利活用の推進に向けた流動環境の整備
・サービスが自律的に展開・発展するエコシステム構築
・自社製品サービス提供データと他社データ連携による新規サービスの開発
・環境データとバイタルや医療介護などの個人データを連携させたエコシステムの構築
・健康・医療ビッグデータの共用利活用によるエビデンスの検証および個別化事業の推進
・個別化サービスを介したリアルデータの集積・レスポンダーの要因解析

連携を見据えたデータ収集
・デジタルヘルスの国際協調を見据えたデータ基盤構築に向けたグランドデザインの検討
・個人に紐づくデータ蓄積・活用できるデータ基盤プラットフォームの構築
・ライフログ、長期モニタリングを踏まえた健康課題解決への絞り込み実施
・データ取得に応じたエビデンス構築による信頼性確保
・クラウドセキュリティや共同保管管理をはじめとするデータ基盤インフラの整備、データサイエンティストの育成

データ統合に関する検討
・デジタルヘルスデータ収集基盤の運用・保守
・国民・患者や医師の理解・協力の下、ユーザーのベネフィットとプライバシー、セキュリティ管
理リスクのバランスを検証・評価を実施する仕組みづくり
・データ保護対策を施したデータ蓄積・連携基盤の構築
・ICをはじめとするデータ取得時に残す記録（取得機器、取得場所等）のルール化
・仕様検討のためのデータ収集と統合メリット

データ取得によるエビデンス構築
・他のモニタリング指標との連携【厚労省】
・データ共同取得：未病から疾病領域へ拡大【経産省・大学・自治体】
・大規模データ利活用【文科省】

データベースの構築
・健康から未病・疾病予防領域を含むシームレスでワンストップなデータ基盤構築と個人データの蓄積
・個人データ利用システムの構築・確立と多様な場面でのデータ収集による長期モニタリングの実施

データ運用管理
サービスが自律的に展開・発展するエコシステム構築
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JABEXロードマップ「市場領域⑤」の著作者一覧（順不同）

◆味の素（株）
◆アステラス製薬（株）
◆旭化成ファーマ（株）
◆江崎グリコ（株）
◆花王（株）
◆カゴメ（株）
◆協和発酵バイオ（株）
◆キリンホールディングス（株）
◆塩野義製薬（株）
◆（株）ダイセル
◆大日本住友製薬（株）
◆（株）竹中工務店
◆田辺三菱製薬（株）
◆（株）ちとせ研究所
◆東レ（株）
◆IDEMA JAPAN（日本HDD協会）
◆（株）日立製作所
◆他 ２社 計19社・団体
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